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一般会計
（歳入）

２５.９％

歳入総額　２８６億７,６７７万円

３１.７％

１１.７％

県支出金
７.５％

国庫支出金
４.８％

１３.６％

市の事業に
対する国や
県からの補
助金

市税
市民税や固定
資産税など

地方交付税
全国の市や町の
行政サービスに
差が出ないよう
にするための国
からの交付金

市債
　道路などを
　造るための
　借入金

その他
　　繰入金や使用
　　料及び手数料
　　など

　

平
成　

年
度
の
市
の
決
算
が
確
定
し
、
９
月
の
市
議
会
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
決
算
は
、
１
年
間
に
ど

２０

の
く
ら
い
お
金
が
入
り
（
歳
入
）、
ど
の
よ
う
に
使
っ
た
（
歳
出
）
か
を
取
り
ま
と
め
た
も
の
。
決
算
を
す
る
こ
と

で
、
市
の
財
政
状
況
の
分
析
が
で
き
ま
す
。
一
般
会
計
に
特
別
会
計
と
企
業
会
計
を
合
わ
せ
た
市
の
歳
入
総
額

は
、
４
９
０
億
２
９
４
８
万
円
。
歳
出
総
額
は
４
７
８
億
６
０
３
６
万
円
。
歳
入
と
歳
出
の
差
し
引
き
額
は
、　
１１

億
６
９
１
２
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。
今
回
は
、
確
定
し
た
決
算
の
概
要
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

□
問
い
合
わ
せ　

財
務
課
財
政
係
（
内
線
３
５
２
）

　

一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
差
引
額
は
、　
１４

億
０
１
８
１
万
円
で
、
平
成　

年
度
へ
予

２１

算
を
繰
越
し
た
大
井
小
学
校
屋
内
運
動
場

改
築
事
業
な
ど
に
か
か
る
財
源
２
億
０
９

７
１
万
円
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
額

は
、　

億
９
２
１
０
万
円
の
黒
字
で
す
。

１１

　

歳
入
で
は
、
地
方
交
付
税
が　

億
８
２

９０

２
１
万
円
で
歳
入
総
額
の　

・
７�
を
占

３１

め
、
市
税
が　

億
２
４
１
６
万
円
（　

・

７４

２５

９�
）、
借
金
で
あ
る
市
債
は　

億
４
７

３３

６
０
万
円
（　

・
７�
）
で
し
た
。

１１

　

そ
の
ほ
か
、
市
の
事
業
に
対
す
る
国
や

県
か
ら
の
補
助
金
と
し
て
、
県
支
出
金
が

　

億
３
５
５
４
万
円
（
７
・
５�
）、
国
庫

２１支
出
金
が　

億
８
２
５
７
万
円
（
４
・
８

１３

一
般
会
計
の
決
算
状
況

繰越金
４.８％

市
の
決
算
概
要

平
成　

年
度

２０

【
主
な
事
業
】

□原前田線

　（大井町・写真右）　

　事業費＝７０,１２５千円

　延長＝１３４.９�

□飯田洞バイパス

　（上矢作町・写真左）

　事業費＝１０７,９１６千円

　延長＝９６１.２�

道路橋りょう新設改良

歳
出
総
額
は　

億
円

４７９

5　2009.11.1

歳出総額　２７２億７,４９６万円

一般会計
（歳出）

総務費
１５.５％

民生費

１９.９％

公債費

１５.３％

衛生費

１２.２％
土木費
１１.５％

教育費
１１.１％

その他

１４.５％

�
）
の
収
入
が
あ
り
ま
し
た
。

　

歳
出
で
は
、
保
育
所
の
運
営
や
福
祉
医

療
費
な
ど
の
民
生
費
が　

億
２
０
０
１
万

５４

円
で
歳
出
総
額
の　

・
９�
で
し
た
。
地

１９

域
振
興
基
金
積
立
金
や
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ

施
設
整
備
費
を
含
む
総
務
費
は
、　

億
３

４２

２
５
２
万
円
（　

・
５�
）、
ご
み
処
理
や

１５

し
尿
処
理
の
経
費
を
含
む
衛
生
費
は
、　
３３

億
４
１
８
３
万
円
（　

・
２�
）、
土
木
費

１２

　

億
３
１
３
０
万
円
（　

・
５�
）、
教
育

３１

１１

費　

億
１
６
３
８
万
円
（　

・
１�
）
と

３０

１１

な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
借
金
の
返
済
で
あ
る
公
債
費
は
、

財
政
健
全
化
の
取
り
組
み
と
し
て
、
公
的

資
金
補
償
金
免
除
繰
上
償
還
を
行
い
、　
４１

億
６
８
４
０
万
円
と
歳
出
総
額
の　

・
３

１５

�
を
占
め
ま
し
た
。

　ケーブルテレビ施設整備

事業費＝４３８,５８５千円

幹線工事実施区域＝山岡町・串原など

設置件数＝３,１１７件

消防防災センター

透析センター

大井第二小学校大規模改修

事業費＝２１１,０６２千円

内装木質化・外壁塗装

事業費＝２３６,６３０千円

人工透析２０床（国保岩村診療所）

事業費＝７９４,７０２千円

鉄筋コンクリート造　３階建

延べ面積＝３,１４２.７１�
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サ
ー
ビ
ス
事
業
勘
定
）、
簡
易
水
道
、
農
業

集
落
排
水
、
駐
車
場
、
公
共
下
水
道
、
財

産
区
（
遠
山
・
上
）、
後
期
高
齢
者
医
療
の

事
業
を
進
め
ま
し
た
。

特
別
会
計
の
決
算
状
況

企
業
会
計
の
決
算
状
況

歳入歳出決算差引額歳　出歳　入
２,９００万円５１億０,２２１万円５１億３,１２１万円国民健康保険

△２,８０８万円５億７,６０４万円５億４,７９６万円老人保健医療
８,４１２万円３６億８,２８７万円３７億６,６９９万円介護保険（事業勘定）
９９５万円４億２,７３２万円４億３,７２７万円 （サービス事業勘定）
７０３万円１５億０,０９５万円１５億０,７９８万円簡易水道
１万円２億７,３０３万円２億７,３０４万円農業集落排水

１９３万円６,３２６万円６,５１９万円駐車場
４２３万円１７億６,８７１万円１７億７,２９４万円公共下水道
１０万円４１万円５１万円遠山財産区
１０３万円４５７万円５６０万円上財産区
１８６万円５億４,０４６万円５億４,２３２万円後期高齢者医療

１億１,１１８万円１３９億３,９８３万円１４０億５,１０１万円計

　

特
別
会
計
と
は
、
特
定
の
事
業
を
行
う

た
め
、
設
置
し
て
い
る
会
計
。
そ
の
収
入

（
歳
入
）
は
使
い
道
が
決
ま
っ
て
い
て
、
一

般
会
計
と
は
分
け
て
収
支
を
明
ら
か
に
す

る
た
め
、
特
別
に
経
理
を
し
て
い
ま
す
。

　

市
に
は　

の
特
別
会
計
が
あ
り
、
そ
れ

１０

ぞ
れ
の
会
計
で
、
国
民
健
康
保
険
、
老
人

保
健
医
療
、
介
護
保
険
（
事
業
勘
定
と

　水道事業会計

　介護老人保健施設事業会計 　病院事業会計

収益的収支決算

３６億２,３６２万円収入

３６億０,８５１万円支出

資本的収支決算

１億１,９８３万円収入

１億６,４７１万円支出

収益的収支決算

４億３,９２０万円収入

４億４,４４９万円支出

資本的収支決算

１,５１９万円収入

３,５３１万円支出

収益的収支決算

８億８,２５４万円収入

８億１,４３２万円支出

資本的収支決算

４億２,８３６万円収入

７億８,６２３万円支出

事業概要

給水件数 　 　　１０,７８６件
総配水量　　   ４,１２０,１７１�
１日平均配水量　１１,２８８�
１人１日平均使用量　３２０.０３�

□市立恵那病院
年間外来患者数　６７,２８４人
入院患者数　　　５５,５９０人
□国保上矢作病院
年間外来患者数　３３,０３４人
入院患者数　　　１９,３０５人

事業別利用者数

入所事業 　　　３１,７７２人
短期入所事業      ２,０５８人
通所リハビリテーション　３,０４９人

　▲大崎浄水場

　▲介護老人保健施設ひまわり 　▲市立恵那病院

　

企
業
会
計
と
は
、
一
般
の
会
社
と
同
じ

よ
う
に
、
独
自
の
収
入
で
そ
の
経
費
を
賄

う
独
立
採
算
を
原
則
と
す
る
会
計
で
す
。

▼
収
益
的
収
支
＝
１
年
間
の
事
業
活
動
に

よ
り
得
ら
れ
る
収
益
と
費
用
を
表
し
た
も

の
で
す
。

▼
資
本
的
収
支
＝
１
年
間
に
支
出
し
た
施

設
の
経
費
と
、
そ
の
財
源
と
な
る
収
入
を

収
支
で
表
し
た
も
の
で
す
。

　国民健康保険診療所事業会計

収益的収支決算

５億３,０４５万円収入

５億２,９００万円支出

資本的収支決算

２億６,２５２万円収入

２億６,３０１万円支出

□６診療所
（三郷、飯地、岩村、山岡、
串原、上矢作歯科）
年間外来患者数　５１,２４３人

　▲国民健康保険岩村診療所

借
金（
市
債
）の
状
況

　

一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
企
業
会
計
の

□
市
民
１
人
、
約
１
０
７
万
円
の
借
金

５９７億１,３５７万円市債の現在高
３７４億６,８１５万円一般会計
１８０億８,３４９万円特別会計
４１億６,１９３万円企業会計

借
金
の
総
額
は
５
９
７
億

１
３
５
７
万
円
で
、
昨
年

度
と
比
べ　

億
６
６
３
１

１５

万
円
の
減
額
と
な
り
ま
し

た
。

　

借
金
を
市
民
一
人
当
た

り
に
換
算
す
る
と
、
１
０

７
万
０
７
１
１
円
と
な
り

ま
す
。（
平
成　

年
３
月

２１

　

日
現
在
の
人
口
５
５
７

３１７
０
人
）

平
成　

年
度

２０

市
の
決
算
概
要

7　2009.11.1

経営健全化基準恵那市の数値会計名指標名
２０.０�―水道事業会計

資金不足比率

２０.０�―病院事業会計
２０.０�―介護老人保健施設事業会計
２０.０�―国民健康保険診療所事業会計
２０.０�―簡易水道事業特別会計
２０.０�―農業集落排水事業特別会計
２０.０�―公共下水道事業特別会計

財政再生基準早期健全化基準恵那市の数値指標名

健全化
判断比率

２０.００�１２.６４�―実質赤字比率
４０.００�１７.６４�―連結実質赤字比率
３５.０�２５.０�  １４.２�実質公債費比率

３５０.０�１００.７�将来負担比率

１６億４,６１２万円特別会計に属する基金
８億６,９６９万円国民健康保険給付基金
３億２,３７４万円介護保険給付基金
１億９,７６０万円駐車場施設整備基金
８,６０１万円農業集落排水基金
７,３４９万円下水道基金
　９,５５９万円その他

１億０,０２９万円企業会計に属する基金
９,５１９万円積立金（介護老人福祉施設）
５１０万円その他

１２億１,４８３万円定額の資金を運用する基金
９億６,３６６万円土地開発基金
２億１,２１８万円奨学資金貸与基金
３,８９９万円その他

貯
金（
基
金
）の
状
況

７８億５,２０４万円一般会計に属する基金
２７億７,７８９万円財政調整基金
１７億６,６７２万円地域振興基金
９億６,００６万円地域福祉基金
６億６,５６３万円公共施設整備基金
５億０,８５３万円市民のまちづくり基金
３億２,０８１万円簡易水道経営安定化基金
２億８,７３８万円地域づくり基金
１億０,６８２万円シアタ－恵那関連基金
１億０,００１万円国際交流振興基金
８,８７１万円ふるさと創生基金

２億６,９４８万円その他

□
貯
金
は
市
民
１
人
当
た
り
約　

万
円

１９

　

市
の
貯
金
の
総
額
は
１
０
８
億
１
３
２

８
万
円
で
、
昨
年
度
と
比
べ
２
億
７
９
２

６
万
円
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

市
民
一
人
当
た
り
の
貯
金
が
、　

万
３

１９

８
９
１
円
あ
る
状
況
で
す
。

財
政
の
健
全
度
の
状
況

□
財
政
力
が
０
・
０
１
１
ポ
イ
ン
ト
増

　

財
政
力
指
数
は
、
市
の
財
政
力
（
体
力
）

を
示
す
指
数
で
す
。
こ
の
指
数
が
高
い
ほ

ど
、
税
収
な
ど
の
自
己
財
源
に
余
裕
が
あ

る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

昨
年
度
の
０
・
５
３
９
か
ら
、
０
・
５

５
０
と
な
り
、
０
・
０
１
１
ポ
イ
ン
ト
財

政
力
が
上
昇
し
ま
し
た
。

□
経
常
収
支
比
率
１
・
３
ポ
イ
ン
ト
上
昇

　

経
常
収
支
比
率
は
、
市
の
財
政
構
造
の

弾
力
性
を
示
す
比
率
で
す
。
地
方
税
や
普

通
交
付
税
な
ど
毎
年
経
常
的
に
収
入
さ
れ

る
財
源
が
、
人
件
費
や
扶
助
費
、
公
債
費

な
ど
の
経
常
的
に
支
出
さ
れ
る
経
費
に
充

て
た
割
合
。
こ
の
指
数
が
高
い
ほ
ど
、
財

政
構
造
が
硬
直
化
し
て
、
新
し
い
事
業
に

一
般
財
源
を
充
て
る
こ
と
が
難
し
く
な
り

ま
す
。
昨
年
度
の　

・
１�
か
ら
、　

・

８９

９０

４�
と
な
り
、
１
・
３
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し

ま
し
た
。

□
健
全
化
の
判
断
基
準
を
ク
リ
ア

関
す
る
法
律
」
に
よ
り
、
実
質
赤
字
比
率
、

連
結
実
質
赤
字
比
率
、
実
質
公
債
費
比

率
、
将
来
負
担
比
率
の
４
つ
の
指
標
の
健

全
化
判
断
比
率
と
、
公
営
企
業
会
計
ご
と

に
、
資
金
不
足
比
率
を
算
定
し
、
監
査
委

員
の
審
査
、
議
会
へ
の
報
告
、
公
表
す
る

こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

各
指
標
に
、
早
期
健
全
化
基
準
（
市
に

お
け
る
基
準
）
と
財
政
再
生
基
準
な
ど
を

設
定
。
算
定
し
た
比
率
が
各
基
準
値
を
超

え
る
と
、
早
期
で
は
財
政
健
全
化
計
画
を

策
定
し
、
自
主
的
な
改
善
努
力
に
よ
る
財

政
健
全
化
を
行
い
ま
す
。
ま
た
財
政
再
生

基
準
を
超
え
る
と
、
財
政
再
生
計
画
を
策

定
し
、
国
な
ど
の
関
与
に
よ
る
確
実
な
再

生
が
図
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

本
年
度
の
市
の
各
指
標
は
、
健
全
化
を

判
断
す
る
基
準
値
を
、
超
え
て
い
な
い
状

況
で
す
。

▽
実
質
赤
字
比
率
＝
一
般
会
計
な
ど
の
実

質
赤
字
額
の
、
標
準
的
な
年
間
収
入
に
対

す
る
比
率
。
参
考
ま
で
に
市
の
数
値
は
、

マ
イ
ナ
ス
６
・
９
７�
で
す
。

▽
連
結
実
質
赤
字
比
率
＝
一
般
会
計
な

ど
、
特
別
会
計
、
企
業
会
計
を
含
め
た
実

質
赤
字
額
の
、
標
準
的
な
年
間
収
入
に
対

す
る
比
率
。
参
考
ま
で
に
市
の
数
値
は
、

マ
イ
ナ
ス　

・
４
３�
で
す
。

２１

▽
実
質
公
債
費
比
率
＝
標
準
的
な
年
間
収

入
が
、
一
般
会
計
の
負
担
す
る
借
金
な
ど

の
返
済
に
、
ど
の
く
ら
い
充
て
て
い
る
か

の
、
過
去
３
年
間
の
平
均
値
。
繰
上
償
還

を
除
く
通
常
償
還
費
の
増
加
な
ど
に
よ

り
、
昨
年
度
の　

・
９�
か
ら
、
０
・
３

１３

ポ
イ
ン
ト
上
昇
し　

・
２�
で
す
。

１４

▽
将
来
負
担
比
率
＝
一
般
会
計
が
背
負
っ

て
い
る
借
金
な
ど
（
企
業
会
計
や
特
別
会

計
を
含
む
）
が
、
一
般
会
計
の
標
準
的
な

年
間
収
入
の
何
年
分
か
を
示
す
も
の
。
本

年
度
は
１
０
０
・
７�
で
す
。

▽
資
金
不
足
比
率
＝
公
営
企
業
ご
と
の
資

金
不
足
額
の
事
業
規
模
に
対
す
る
比
率
。

公
営
企
業
ご
と
に
算
出
し
ま
す
。

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は黒字の場合「―」で表します。

※資金不足がない場合「―」で表します。

　

平
成　

年
４
月
１
日
に
一
部
施
行
さ
れ

２０

た
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
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バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
で
は
、
平
成　

年
３

２１

月　

日
現
在
で
整
備
し
た
建
物
や
土
地
、

３１

金額資産の部

１,２５２億８５百万円

公共資産
学校や道路の建設、土地購
入などに使われたお金の
総額

（１２億６５百万円）（うち未使用の資産）

９９億８２百万円

投資など
関係団体への出資金や公
共施設整備ほかに蓄えて
いるお金

４３億２４百万円

流動資産
現金や貯金、必要なときに
現金化することができる
積立金、市税などの未収金

１,３９５億９１百万円合計

金額負債の部

４０６億３２百万円

固定負債
借入金である地方債（市
債）など将来負担しなけれ
ばならないもの

４４億２８百万円
流動負債
翌年度に支払いや返済を
するもの

４５０億６０百万円計

金額純資産の部

２１８億５１百万円国・県からの補助金

７２６億８０百万円一般財源などの自主資金

９４５億３１百万円計

１,３９５億９１百万円合計

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
の
概
要

□
資
産
は
１
人
当
た
り
約
２
５
０
万
円

バランスシート （平成２１年３月３１日現在）

　

ま
た
市
民
一
人
当
た
り
に
換
算
す
る

と
、
資
産
は
２
５
０
万
３
千
円
、
負
債
が

８
０
万
８
千
円
、
純
資
産
が
１
６
９
万
５

千
円
と
な
り
ま
す
。（
平
成　

年
３
月　

２１

３１

日
現
在
の
人
口
５
５
７
７
０
人
）

基
金
な
ど
、
ど
の
く

ら
い
の
資
産
が
市
に

蓄
積
さ
れ
て
い
る

か
、
ま
た
負
債
（
将

来
負
担
す
る
も
の
）

と
、
純
資
産
（
今
後

返
済
の
必
要
の
な
い

も
の
）
が
、
ど
れ
く

ら
い
あ
る
の
か
を
表

し
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
企
業
会
計
で
い
う

貸
借
対
照
表
で
、
左

側
が
資
産
、
右
側
が

負
債
と
純
資
産
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
の
資
産
合
計

は
、
１
３
９
５
億
９

１
百
万
円
あ
り
ま

す
。
そ
の
う
ち
、
９

４
５
億
３
１
百
万
円

（
約　
�
）は
過
去
か

６８
ら
こ
れ
ま
で
に
形
成

さ
れ
た
も
の
で
、
４

５
０
億
６
０
百
万
円

（
約　
�
）は
将
来
世

３２
代
が
負
担
す
べ
き
も

の
で
す
。

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
概
要

□
１
人
当
た
り
約　

万
円
掛
か
っ
た

４１

　

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
は
、
企
業
会
計
で

い
わ
れ
る
損
益
計
算
書
に
相
当
す
る
も
の

で
す
。
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
が
資
産
や
負
債

の
状
況
を
表
す
の
に
対
し
、
行
政
コ
ス
ト

計
算
書
で
は
、
資
産
形
成
に
つ
な
が
ら
な

い
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
要
し
た
費
用
や
、
そ

の
サ
ー
ビ
ス
に
対
す
る
受
益
者
負
担
が
ど

れ
ほ
ど
あ
る
か
を
表
し
て
い
ま
す
。

　

市
の
仕
事
に
は
、
高
齢
者
や
障
が
い
者

な
ど
に
対
す
る
助
成
や
支
援
費
な
ど
、
人

的
サ
ー
ビ
ス
や
給
付
サ
ー
ビ
ス
の
よ
う
な

資
産
形
成
に
つ
な
が
ら
な
い
行
政
サ
ー
ビ

ス
が
、
大
き
な
比
重
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

平
成　

年
度
、
市
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
に

２０

掛
か
っ
た
費
用
は
、
２
３
７
億
６
２
百
万

円
。
そ
の
う
ち
、
使
用
料
な
ど
受
益
者
が

負
担
し
た
額
の
８
億
７
４
百
万
円
を
除
く

純
粋
な
行
政
コ
ス
ト
は
、
２
２
８
億
８
８

百
万
円
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
を
市
民
一
人

当
た
り
に
換
算
す
る
と
、　

万
４
百
円
の

４１

コ
ス
ト
が
掛
か
っ
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。

平
成　

年
度

２０

市
の
決
算
概
要

9　2009.11.1

金額経常行政コスト

５６億２８百万円
人にかかるコスト　
人件費、退職給与引当金など

９０億５４百万円
物にかかるコスト　
電気料、修理など維持補修費、減価償却費など

７６億６１百万円
移転支出的なコスト　
高齢者や児童などへの手当（扶助費）、団体への補助金、
特別会計への繰出金など

１４億１９百万円
その他コスト　
市債の利子、時効により納入されなかった税金（不能欠
損金）など

２３７億６２百万円合計

金額経常収益

７億３１百万円使用料、手数料

１億４３百万円分担金、負担金、寄付金

８億７４百万円合計

２２８億８８百万円（差し引き）純経常行政コスト

（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）行政コスト計算書純
資
産
計
算
書
の
概
要

□
資
産
の
期
末
残
高
が
約
４
億
減
少

　

こ
の
純
資
産
計
算
書
は
、
バ
ラ
ン
ス

シ
ー
ト
の
純
資
産
に
計
上
さ
れ
て
い
る
各

数
値
が
、
１
年
間
で
ど
の
よ
う
に
増
減
し

た
か
を
表
し
て
い
ま
す
。

　

平
成　

年
度
末
の
純
資
産
残
高
は
、
９

２０

４
５
億
３
１
百
万
円
。
こ
れ
は
、
昨
年
度

資
金
収
支
計
算
書
の
概
要

□
歳
計
現
金
は　

百
万
円
の
増
額

２０

　

資
金
収
支
計
算
書
は
、
１
年
間
の
資
金

の
出
入
り
を
、
性
質
の
異
な
る
３
つ
の
区

分
に
分
け
て
表
し
た
も
の
で
す
。

　

３
つ
の
区
分
は
、
人
件
費
や
物
件
費
、

社
会
保
障
給
付
な
ど
日
常
の
行
政
活
動
に

係
る
「
経
常
的
収
支
」、
公
共
事
業
に
係
る

「
公
共
資
産
整
備
収
支
」、
投
資
活
動
や
借

金
の
返
済
に
係
る
「
投
資
・
財
務
的
収
支
」

に
分
け
ら
れ
ま
す
。
そ
し
て
、
ど
の
よ
う

な
活
動
に
資
金
を
必
要
と
し
て
、
ど
の
よ

う
に
賄
っ
た
か
を
表
し
て
い
ま
す
。

　

歳
計
現
金
は
、
１
年
間
で
２
０
百
万
円

の
増
額
で
す
。

　

経
常
的
な
収
支
は
、　

億
７
１
百
万
円

６６

と
収
支
余
剰
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
に

対
し
て
、
公
共
資
産
整
備
に
係
る
収
支
と

投
資
・
財
務
的
に
係
る
収
支
で
は
、　

億
６６

５
１
百
万
円
の
赤
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
は
経
常
的
な
収
支
、
す
な
わ
ち
一

般
財
源
で
賄
わ
れ
て
い
る
こ
と
が
分
か
り

ま
す
。

末
と
比
べ
て
、
４
億
９
百
万
円
の
減
少
と

な
り
ま
す
。

　

ま
た
純
粋
な
経
常
行
政
コ
ス
ト
の
２
２

８
億
８
８
百
万
円
は
、
地
方
税
な
ど
の
一

般
財
源
１
９
１
億
７
０
百
万
円
と
、
国
や

県
か
ら
の
補
助
金　

億
２
２
百
万
円
を
加

３５

味
し
て
も
、
１
億
９
６
百
万
円
の
コ
ス
ト

超
過
で
あ
る
こ
と
が
、
こ
の
計
算
書
か
ら

分
か
り
ま
す
。

金額項目

９４９億４０百万円期首純資産残高

△２２８億８８百万円　（純経常行政コスト）

１９１億７０百万円　（一般財源）

３５億２２百万円　（補助金）

△２億１３百万円　（臨時損益など）

９４５億３１百万円期末純資産残高

純資産変動計算書

金額項目

１３億８１百万円期首歳計現金残高

２０百万円資金増減額

６６億７１百万円　（経常的収支）

△２０億１６百万円　（公共資産整備収支）

△４６億３５百万円　（投資・財務的収支）

１４億０１百万円期末歳計現金残高

資金収支計算書


